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令和９年４月１日から令和１１年３月３１日までの２年間適用される食料品の消費税率の引き

下げについて、どのような手続が必要となるか検証したいと存じます。 

 

１．飲食料品のみの引き下げ 

現在軽減８％対象である食料品が１％に引き下げられますが、新聞定期購読や一定の定期供

給契約、一定の通信販売は適用されません。 

 

２．飲食料品販売業者の留意点 

売上に係る消費税額が仕入に係る消費税額よりも少なくなることで課税事業者として本則課

税で申告することにより、納税額を抑えたり還付を受けることが想定されます。 
 

（１）飲食料品の販売を行う免税事業者が課税事業者となるための特例 

令和９年４月１日の属する課税期間中に「課税事業者選択届出書」を提出することで、そ

の課税期間から課税事業者となることができます。 

なお、課税事業者となる際はインボイス発行事業者をご検討願います。 

※課税事業者選択届出書の提出により課税事業者となった場合は原則２年間は継続適用とな

るため、免税事業者に戻る場合は「課税事業者選択不適用届出書」の提出が必要で、イン

ボイス発行事業者になった場合も手続が必要ですので事前にご相談下さい。 
 

（２）簡易課税から本則課税になるための届出に関する特例 

令和９年４月１日の属する課税期間中に「簡易課税制度選択不適用届出書」を提出するこ

とで、その課税期間から本則課税の課税事業者となることができます。 

なお、飲食料品の販売を行う簡易課税事業者の令和９年４月１日の属する課税期間につい

ては、２年間の継続要件は適用しないこととされます。 
 

※上記（１）と（２）の適用を受ける場合には、届出書の参考事項に「飲食料品特例」と記

載して提出する必要があります。 

 

３．簡易課税制度の計算方法の特例（２割特例も対象、３割特例は法人に限定） 

飲食料品の販売を行う簡易課税事業者については以下の特例があります。 
 

（１）飲食料品の販売に係る仕入税額 

飲食料品の売上に係る消費税額と同額の仕入に係る消費税額を計上します。 
 

（２）（１）以外に係る仕入税額 

各業種区分に応じたみなし仕入率により仕入に係る消費税額を計上します。 

 

参照資料：消費税率引下げ特設サイト｜国税庁 

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/zeiritsuhikisage.htm

